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研究成果の概要（和文）：本研究では，犯罪の地理的分布の時系列変化と都市環境との関連を明らかにした．第一に，
東京23区で最近11年間に発生した住宅対象侵入窃盗犯を事例に，ESDAの手法を用いて，地理的分布の変化を検討した．
第二に，地区レベルでの犯罪の時系列変化と地区の社会経済的，物理環境的な特徴との関連を，潜在成長曲線モデルに
より検討した．その結果，犯罪の地理的分布の変化には固定性があること，地区レベルでの犯罪の変化は都市環境と関
連があることが明らかとなった．

研究成果の概要（英文）：This study conducted spatio-temporal analysis of crime distribution using a time-s
eries micro-scale geographical database of crimes. First, the changing patterns in the geographical distri
bution of residential burglaries in Tokyo from 2001 to 2011 were examined using ESDA (exploratory spatial 
data analysis). Second, the relationship between time series variations of residential burglary rates and 
the social and physical environments of local districts in Tokyo's 23 wards was identified through latent 
growth curve modeling.
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１． 研究開始当初の背景 
 
犯罪予防とは，犯罪の低減および犯罪への

人々の不安（犯罪不安）の軽減を意図した計
画的な試み全般を意味する．都市計画は，欧
米では 1960 年代から有力な犯罪予防の一手
段になりうるものと位置づけられ，多くの実
証研究が蓄積されてきた． 
都市計画は，都市における道路網の配置や

土地利用，人口分布や人々の活動などに対し，
直接・間接的に介入するものである．したが
って，都市計画が犯罪予防に対して効果的に
寄与するためには，都市計画が介入対象とす
る都市の諸変数の変化が，そこで発生する犯
罪の量や分布，質の変化に対し，どのような
メカニズムでどのように影響するのかとい
う，環境－犯罪間の動的な関係性の理解が不
可欠である． 
しかし，わが国の都市計画関連分野では，

こうした都市環境と犯罪情勢の「変化」同士
の関係に焦点を当てた研究は存在しない．都
市計画関連分野では，都市の土地利用の経年
変化を記述し，その要因を，制度面等から明
らかにする研究が伝統的に行われてきてい
るが，そこに犯罪を関連づけようとする試み
はない．また，犯罪社会学や地理学の分野で
は，犯罪現象の空間分布の変化を GIS を活用
してモデル化する試みがなされているもの
の，そこで記述される犯罪情勢が都市環境と
どのような関係にあるかを明らかにしたも
のはない． 

 
２．研究の目的 
 
そこで本研究は，都市環境の「変化」に着

目し，土地利用等の都市計画が介入可能な変
数の変化と犯罪情勢の変化との間の動的な
関係を明らかにすることを当初の目的とし
た．具体的には，最近 10 年間における東京
都における都市環境の変化を取り上げ，町丁
目レベルで把握される罪種ごとの刑法犯認
知件数の変化との関係を分析し，犯罪予防の
ための都市計画の介入指針の提示にむけた
基礎的知見を獲得することとした． 
 
３．研究の方法 
 
(1)小地域・時系列での刑法犯認知件数のジ
オデータベース化 
最初に，一連の分析の前提となる，小地域

での時系列犯罪統計データを作成した．警視
庁は，2001 年以降における，町丁目別，罪種
小分類別の刑法犯認知件数のデータを整備
しており，これは，情報公開センターにおい
て比較的容易に入手可能である．このデータ
は紙ベースで提供されるため，まず，これを
手作業で入力し，ジオデータベース（GDB）
化することにより，地理情報解析が可能なよ
うに整備した． 
 

(2)対象年次における犯罪の地理的分布の変
化傾向の解明 
 次に，東京 23 区全体での住宅対象侵入窃
盗犯の地理的な集中傾向の変化を明らかに
するため，代表的な空間的自己相関の指標で
あるグローバルな Moran’s I 統計量を年次
ごとに算出し，年次間の数値変動を見た．ま
た，年次ごとの具体的な住宅対象侵入窃盗犯
の集中箇所の変化を知るため，ローカルな
Moran’s I統計量を地区ごとに算出し，その
地理的分布の年次変化を見た．さらに，当該
地点の観測値と周辺地点の平均観測値を二
軸としたグラフ（モラン散布図）を合わせて
検討し，犯罪のローカルな集中傾向の変化に
ついても考察した． 
 
(3)犯罪に関連する指標から見た都市環境の
変化の把握と犯罪の地理的分布の変化との
関連性の解明 
 最後に，犯罪率の時系列変化と地区環境と
の関連を明らかにするために，潜在成長曲線
モデルによる分析を行った．具体的には，①
切片と係数から各年次の犯罪率を説明する
モデル（独立変数なしモデル（Unconditional
な モ デ ル ））， ② 独 立 変 数 つ き モ デ ル
（Conditionalなモデル）について検討した．  
 
４．研究成果 
 
(1)小地域・時系列での刑法犯認知件数のジ
オデータベース化 
2001 年～2011 年の小地域罪種別の刑法犯

認知件数を，地区 ID によって，位置情報を
持ったポリゴンと関連づけた．警視庁の公式
な犯罪統計に掲載されている刑法犯認知件
数に対する GDB に含まれる件数の割合（GDB
の公式統計に対するカバー率）は，図-1 のと
おりであった．罪種によっては，発生地点が
不明である件数が多いものがあり，そうした
データはジオコードされないため，GDB にも
含まれていない．そのため，いくつかの罪種
ではカバー率が低くなっている．しかし，概
ねどの罪種においてもジオコーディングさ
れている刑法犯認知件数の割合は高く，今回
構築された GDBの妥当性は高いと考えられた． 
 

図-1 GDBによる公式統計のカバー率 
 
 



(2)対象年次における犯罪の地理的分布の変
化傾向の解明 
図-2 に，グローバルな Moran’s I 統計量

の年次変化を示した．同図に見られるように，
グローバルな Moran’s I 統計量の値は，全
体としては減少傾向にあった．細かく見ると，
2001～2006年間は，0.3を超える値で推移し
ているが，2007 年に急減し，2010 年まで維
持傾向であった．2011 年には再度減少して 
0.15 となり，この 11 年間で最も低くなって
いた．しかし，年次ごとのグローバルな
Moran’s I統計量の値は，いずれも有意であ
り，すべての年次において，集積性が確認さ
れた（すべて p<.01）．  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 グローバルな Moran’s I の年次変化 
 

 地区ごとにローカルな Moran’s I 統計量
を求め，年次ごとの HH～LL 地区の数を見た
ものが図-3 である．ここで「HH 地区」は，
前述の High-High の略であり，その地区に，
全体平均よりも大きい属性値における，有意
な空間的集積が見られることを示す．「LL 地
区」（Low-Low）はその逆を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 HH～LL地区の数の年次変化 
 
図-3 を見ると，まず，HH 地区は，増加，

減少を繰り返すパターンとなっているが，全
体では常に 200 地区前後が確認され，維持傾
向にある．犯罪率自体が減少するなかにあっ
ても，東京 23 区には，ホットスポットは絶
えず一定数が確認されるといえる．一方，図
-3 から LL地区の推移を見ると，2005年まで
一定数が見られたものの，その後，急減し，

2011 年には，ほぼ存在しなくなっている（2
地区が存在）．この傾向は，この 11 年間で，
東京 23 区における「安全な場所」がなくな
ったことを示しているが，この 11 年間の住
宅対象侵入窃盗犯の犯罪率が急減傾向であ
ったことを考えると，この傾向は，「安全な
場所が危険になった」というよりは，「どこ
も安全になったため，特異的に安全な場所は
見られなくなった」と解釈すべきと考えられ
る． 

次に，HH～LL 地区の具体的な地理的分布の
変化を見ると，年次ごとに分布が大きく変わ
っていることが視覚的に読み取れた．特に，
犯罪予防を考えるうえで重要な，ホットスポ
ットと解釈できる HH 地区を取り出して，具
体的にその地理的分布の変化を見ると下記
のように解釈された． 
 2001 年に新宿～杉並区近辺に見られた

集積は，2002年になると，世田谷，葛飾，
江戸川区を含む外縁部にまで拡大した． 

 2003，2004 年と同様の傾向が続くが，
2005年になると，東部の集積地区はほぼ
消え，西部だけに分布するようになる． 

 2006年には，杉並区を中心に大きな集積
が確認される． 

 しかし，2007 年になると，杉並区を中心
とした地区の集積は消え，足立区に新た
な集積が現れる． 

 2008 年も同様の傾向が続くが，2009 年
～2011 年になると再び集積地区が分散
する． 

犯罪の地理的パターンの変化に，仮に一定
の周期性や規則性が確認されるならば，犯罪
への長期的な対応に役立てることができ，有
意義である．そこで，2002～2011年における
HH～LL地区が，当該年の前年（すなわち 2001
～2010 年）に HH～LL 地区のいずれであった
かを見た（表-1）．表-1 に示されるクロス表
は統計的に有意であり（χ2 検定，p<.01），
ある年次の地区の状態は，ランダムに生じて
いるのではなく，その前の年次のその地区の
状態と関連していることが示唆される． 
クロス集計表の調整済み残差の値を用いて，
前年-当年間での結びつきの強い集積タイプ
の組み合わせを具体的に見ると，以下のこと
が読み取れる． 
 ある年次に HH 地区とされた地区（計

2,081 地区）のうち 26.4%（549 地区）は，
翌年も HH 地区になっており，この数値
は，期待値よりも大きい（調整済み残差
＝35.8）．つまり，HH 地区は，いったん
その地区に該当すると，期待値よりも，
地理的に固定化しやすい．また， HH 地
区は，LH 地区との結びつきもやや強い
（同 2.9）． 

 同様に，HL地区については，翌年も同種
の地区になりやすいが（同 7.3），LL 地
区との結びつきがより強い（同 14.2）． 

 LH 地区は，同様に同種地区との結びつき
が強い（同 9.9）が，HH地区との結びつ

0.32
0.38

0.310.31
0.34

0.30

0.210.23 0.23 0.23

0.15

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

グ
ロ
ー
バ
ル
な

M
or

an
's 

I



きも強い（同 3.2）． 
 LL 地区は，翌年も LL 地区になる傾向が

強い（同 73.8）が，HL 地区との結びつ
きも強い（同 12.8）． 

 「ns」（非有意）地区は，同種地区との
結びつきが強い（同 47.2）． 

 
表-1 集積地区の変化パターン 

（地区数．括弧内は調整済み残差） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)犯罪に関連する指標から見た都市環境の
変化の把握と犯罪の地理的分布の変化との
関連性の解明 
①独立変数なしモデル 
 独立変数なしの潜在成長曲線モデルのパ
ラメータ推定結果を表-2に示す．潜在成長曲
線の軌跡形状としては，一次直線（モデル 1）
と二次曲線（モデル 2）を設定した． 
 

表-2 独立変数なしモデルによる 
パラメータ推定の結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
モデル 1，2 ともに，適合度指標は良好な

値であり，データの分散をよく表現できてい
るモデルと言えた．各因子の平均値は，モデ
ル 1，2ともにすべて有意であった（p<.01）．  
 因子の平均値の具体的な値は，モデル 1，2
において，切片が 3.3弱，一次の項で負の値，
モデル 2 において，二次の項で負の値であっ
た．ただし，モデル 2の二次の項の値は，有
意ではあったが，-.002 と極めて小さかった．
これより，分析対象期間の住宅侵入盗の傾向
は，3.3 弱を起点に基本的に一次線形的な減
少傾向にあるが，年次経過とともに，ごくわ
ずかずつ減少傾向を加速させたことが推察
された．  

次に，各因子の分散を見ると，モデル 1，2
ともに，すべて有意であった（p<.01）．この

ことから，住宅侵入盗の時系列変化には，地
区ごとのばらつきが存在するといえる．  
 最後に，因子間の相関係数を見ると，モデ
ル 1 では，切片と係数との間に-.704 と比較
的強い有意な相関が，モデル 2では，切片と
一次の係数との間に-.292 と弱いが有意な相
関が，一次と二次の係数との間に-.882 と強
い有意な相関が確認された（すべて p<.01）．
このことから，住宅侵入盗の傾向は，期首
（2001年）において犯罪率の数値が高かった
地区ほど，その後の減少幅も大きかったと考
えられる．また，一次線形的な減少幅が小さ
かった地区ほど，年次を追うごとに減少傾向
が加速したものと考えられた． 
 モデル 1，2 を比較すると，モデル 2 にお
ける二次の係数の値は極めて小さく，実際に
はモデル 2で推定される曲線も直線に近い形
状になっている．また，モデル 1の適合度も
十分に許容範囲である．このことから，モデ
ルとしての単純さ，解釈のしやすさを重視し
て，以後の分析では，モデル 1を採用するこ
ととする（以後，係数は傾きのことを指すの
で，単に「傾き」とする）． 
②独立変数つきモデル 
 ①では，潜在成長曲線の切片と係数には，
地区間で有意なばらつきが存在することを
述べたが，こうしたばらつきは地区環境とど
のように関連しているであろうか．本項では，
切片と傾きの地理的なばらつきを説明すべ
く，潜在成長曲線モデルに独立変数を組み込
んで分析を行った結果について述べる． 
 

表-3 独立変数つきモデルによる 
パラメータ推定の結果 

 
 
 

 
 
 
 

表-3 に，設定した独立変
数のうち，切片，傾きに対しての影響が p=.05
以上で有意な変数の一覧（パス係数の標準化
推定値），切片と傾きに対する説明率（決定
係数），および潜在成長曲線モデルの適合度
を示した．なお，煩雑になるため表-3には記
していないが，統制変数として組み込んだ空
間ラグからの係数の標準化推定値は，.189
～.354の範囲ですべて有意であった（年次ご



とに異なる．すべて p<.01）． 
表-3をより詳細に見ていく．まず，モデル

全体の適合度については， CFI=.932，
IFI=.932 と良好な値であった．得られたモデ
ルはデータの挙動を良く説明できているも
のと考えられる．  
切片に対する係数の推定値を見ると，正の

方向に有意な変数として，値が大きい順に，
民営借家居住率，世帯あたり延べ床面積，道
路密度，建蔽率，他用途との混在，低層集合
住宅居住率が，負の方向に有意な変数として，
絶対値が大きい順に，容積率，5 年定住率，
戸建て居住率があげられた．これらの変数は，
傾きと他の独立変数からの影響を統制した
時に，値の絶対値の大きい順に，切片，すな
わち期首（2001年）における住宅侵入盗の犯
罪率（推定値）への影響が強いといえる．な
お，設定した独立変数による切片に対する説
明率（決定係数）は.525 であり，切片の分散
の半分強が，設定した独立変数で説明された．
この値は，ある時点における犯罪率を地域特
性で説明することを試みた既存研究で得ら
れた値（.316）に比較して高い．  
一方，傾きに対する係数の推定値を見ると，

正の方向では，値が大きい順に，戸建て居住
率，容積率，低層集合住宅居住率，民営借家
居住率の変化量，戸建て居住率の変化量があ
げられた．負の方向では，絶対値の大きい順
に，民営借家居住率，世帯あたり延べ床面積，
昼間人口密度（LN），世帯あたり人員，65 歳
以上人口構成比率であった． 
これらの変数は，切片と他の独立変数から

の影響を統制した時に，それぞれ値の絶対値
の大きい順に，傾きに対する影響が強い．つ
まり，他の変数からの影響を統制した時，期
首において戸建て居住率や容積率等が高い
地区ほど，犯罪率が年次推移とともに増加し，
逆に，民営借家居住率や世帯あたり延べ床面
積の値が大きい地区ほど，犯罪率は年次推移
とともに減少する傾向が強い．なお，設定し
た独立変数による傾きに対する説明率（決定
係数）は.275であり，傾きの分散の 3割弱が，
設定した独立変数で説明された．比較可能な
既存研究が存在しないため，この値の高低を
判断することはできないが，犯罪率を従属変
数とするモデルとしては，一定程度の説明力
は持っていると考えられる． 
 
(4)研究の実務的意義 

本研究の成果のひとつは，小地域，時系列
での罪種別の刑法犯認知件数のデータベー
スを構築したことである．欧米に比較して，
空間的視点からの日本での犯罪研究は遅れ
を取ってきた．それは，もちろん欧米に比較
して犯罪情勢が逼迫していないという事情
によるが，分析可能な地理情報が存在してこ
なかったことも大きな要因と考えられる．
2012 年に閣議決定された地理空間情報活用
推進基本計画では，基本方針のひとつに，「安
全・安心で質の高い暮らしの実現」が掲げら

れ，その具体例として，「犯罪情報分析にお
ける GIS の活用」があげられた．また，警察
庁は，同年，通達として，犯罪情勢分析に基
づく犯罪抑止計画の策定を全国警察に指示
した．こうした状況に鑑みれば，わが国にお
いても，研究者が利用できる犯罪関連の地理
情報の整備が不可欠である．今回構築した
GDB は，こうした必要性に合致したものであ
る． 

また，犯罪の集積地区の移動の分析からは，
防犯対策の方向性を示唆することができる．
すなわち，住宅対象侵入窃盗犯の地理的分布
に常に一定の集積性が確認されたことや，一
度ホットスポットとなった地区が，期待値と
の比較において固定化されやすかったこと
は，防犯対策を地理的にランダムに行うので
はなく，地区を絞った上で行うことの有効性
を示している．地区を絞った防犯対策の重要
性は，これまで，犯罪が増加する中で，限ら
れた防犯資源を有効に振り分け，効果的に犯
罪予防を行うという文脈において指摘され
てきたことであるが，犯罪減少下における現
在にあっても，有効であると考えられる． 
一方，前年ホットスポットとされた地区が

必ず翌年もホットスポットになる，というほ
どには固定化の傾向は強くはない．前年のホ
ットスポットが翌年には消失してしまう割
合は，絶対数としては大きかった．これを踏
まえれば，地区を絞りこむ際には，ある年に
ホットスポットとされた地区が，翌年もホッ
トスポットになる，規則性に従う地区である
のか，そうではなく，消失してしまう地区で
あるのかの見極めが必要だといえる．GIS 等
を活用した即時的な犯罪情勢分析に基づく
地域のモニタリングの重要性が示唆される． 
都市計画分野で展開されている「防犯まち

づくり」の手段は，物理的な環境整備に基づ
く場所固定的，恒久的なものと，防犯パトロ
ールや地域での見守りなどの，場所可変的，
一時的なものとに分けられる．ホットスポッ
トの消長の傾向を踏まえれば，これらは，前
述のモニタリングと連動しながら，動的に使
い分けることが有効と考えられる．例えば，
ある年においてホットスポットが観察され
た際，まずは場所可変的，一時的な対策を行
い，その後の犯罪情勢分析において，ホット
スポットが固定化されることが確認された
場合に，場所固定的，恒久的な対策を行うと
いったように，段階を設けた対策を行うこと
が有効である． 
最後に，本研究では，既存研究が議論して

きた「どのような地区に犯罪が集中するか」
という点に加え，新たに，「どのような地区
で犯罪が増加／減少傾向にあるか」という点
について明らかにした．本研究で得られた知
見に基づけば，アクセスが容易な低層密集住
宅地や，新たに形成された低層を中心とする
住宅地，昼間における「人の目」が少ない地
区などに，今後の介入の余地があるといえる．
防犯まちづくりによる地区レベルでの環境



への介入を計画する際には，こうした地区の
特徴を読み取り，リスクの高い地区に焦点を
絞ることが，効率的な問題解決を促すものと
考えられる． 
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